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１．進捗状況判定集計表（全体）

R2 R3 R4 R5 R6 R2 R3 R4 R5 R6

Ａ 目標どおり 11 14 0 0 0 35.5% 45.2%

Ｂ 概ね目標どおり 15 12 0 0 0 48.4% 38.7%

Ｃ 努力を要する（一部達成） 5 5 0 0 0 16.1% 16.1%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

計 31 31 0 0 0 100.0% 100.0%

　　Ａ判定：指標・取り組み内容が達成された場合 ・・・ 目標達成率100％以上・・・

　　Ｂ判定：目標達成に向けて順調に進捗している場合 ・・・ 目標達成率80％以上、100％未満・・・

　　Ｃ判定：取り組みに着手しているが、まだ取り組みが不十分の場合 ・・・ 目標達成率80％未満・・・

　　Ｄ判定：取り組みに着手できていない場合

＜令和3年度＞

　Ａ判定またはＢ判定である割合が約84％（31項目中26項目）と非常に高く、順調に進捗していることが分かります。Ｃ判定の項目が5項目（項目番号：6
番、9番、12番、16番、28番）あり、これらの項目についてはさらに取り組みを進める必要があります。

※　項目番号　6番　マイナンバー活用の促進
　　　　　　　9番　公文書管理の見直し
　　　　　　 12番　職員提案制度の充実
　　　　　　 16番　指定管理者制度の推進
　　　　　　 28番　使用料、手数料の見直し

判定 内容

項目数 割合

（参考）進捗状況の判定の基準
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R2 R3 R4 R5 R6 R2 R3 R4 R5 R6

１　効果的・効率的な組織機構の構築 Ａ 目標どおり 1 2 9.1% 18.2%

　 Ｂ 概ね目標どおり 8 7 72.7% 63.6%

（11項目） Ｃ 努力を要する（一部達成） 2 2 18.2% 18.2%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0.0% 0.0%

２　人材の育成 Ａ 目標どおり 2 3 50.0% 75.0%

（4項目） Ｂ 概ね目標どおり 1 0 25.0% 0.0%

Ｃ 努力を要する（一部達成） 1 1 25.0% 25.0%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0.0% 0.0%

３　公共施設の適切な管理運営 Ａ 目標どおり 0 0 0.0% 0.0%

　 Ｂ 概ね目標どおり 2 1 100.0% 50.0%

（2項目） Ｃ 努力を要する（一部達成） 0 1 0.0% 50.0%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0.0% 0.0%

４　計画的な財政運営の推進 Ａ 目標どおり 1 2 20.0% 40.0%

　 Ｂ 概ね目標どおり 3 3 60.0% 60.0%

（5項目） Ｃ 努力を要する（一部達成） 1 0 20.0% 0.0%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0.0% 0.0%

５　安定的な財源の確保 Ａ 目標どおり 7 7 77.8% 77.8%

（9項目） Ｂ 概ね目標どおり 1 1 11.1% 11.1%

Ｃ 努力を要する（一部達成） 1 1 11.1% 11.1%

Ｄ その他（未達成） 0 0 0.0% 0.0%

計 31 31

割合

２．進捗状況判定集計表（重点課題別）

重点課題 判定 内容
項目数



番号 　取り組み事項 R2 R3 R4 R5 R6 合計

29 市有財産の有効活用 見込額 2,000 2,500 3,000 3,000 3,000 13,500

効果額 3,410 21,274 24,684

番号 　取り組み事項 R2 R3 R4 R5 R6 合計

30 広告事業等の充実 見込額 1,226 1,226 1,226 1,226 1,226 6,130

効果額 1,380 1,289 2,669

番号 　取り組み事項 R2 R3 R4 R5 R6 合計

31 ふるさと納税の充実 見込額 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000 4,000,000

寄附額 855,114 700,821 1,555,935

31番「ふるさと納税の充実」については、寄附額が見込額を上回らず、目標を達成することができなかった。
　令和3年度の取り組みにおいては、募集サイトを4社から7社へ増やしたこと、関係人口へのアプローチとして、関東多久の会及び関西多久会へ
ダイレクトメールを送付し、寄附の獲得に繋げた。
　今後、目標の寄附額に届くよう、寄附者数及び寄附額の増加に向けた取り組みを更に進める必要がある。

３.財政効果額集計表

（単位：千円）

　29番「市有財産の有効活用」については、効果額が見込額を大幅に上回り、目標を達成することができた。
　令和3年度の実績においては、貸付料による収入だけでなく、公売において3件売却の実績があったことが効果額の対前年度比増に大きく影響
したと考えられる。
　今後も、貸付及び公売の両方で収入を確保していく必要がある。

（単位：千円）

　30番「広告事業等の充実」については、市報広告及び広告封筒においては目標を達成できたものの、ホームページ広告では目標を達成できな
かった。
　令和3年度の取り組みにおいては、市報広告及びホームページ広告について、それぞれの媒体で相互に広告募集の案内を掲載することで、広く
募集を行い、広告収入の獲得に繋げた。また、市報においては、広告募集の案内を大きく表示し、ビジュアルも追加することで目に留まりやす
くなるよう工夫した。
　今後、新たな広告媒体への取り組みの検討等が必要である。

（単位：千円）
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４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

検討 ⇒ ⇒ ⇒ 実施

Ｂ Ｂ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ａ Ａ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ｂ Ｂ

3
ＩＣＴ機器を活用
した業務改善

タブレットＰＣを活用した
業務効率化の推進。

タブレットＰＣの導入と効果
的な活用

・紙資料の削減、印刷配布作
　業の削減
・テレワークの導入

・業務担当課からの相談に応じ、R3年10月
　にタブレットを使用したペーパーレス会
　議の開催を支援した。
・コロナ交付金により、テレワーク環境を
　構築（R4年2月）した際に、活用範囲を
　広げるため端末の半数（15台）にタブ
　レットPCを導入した。
・今後、小規模な会議等から使用を増やし
　て活用の場を研究していく。

・コロナの終息に伴い利用が減少する懸念
　もあったが、緊急事態宣言が終息したR3
　年9月以降もWEB会議の利活用は継続して
　いる。
・WEB会議やWEB研修の多様化（多人数化な
　ど）に対応するため、移動式モニタなど
　ハード面の充実を図った。
・職員の利活用も増え、WEB会議のホスト
　開催もされるようになってきた。

1
情報システムの再
構築と品質管理

効果的な情報システムの再
構築を行う。

2 ＷＥＢ会議の推進 ＷＥＢ会議を推進する。 ＷＥＢ会議の推進

・会議出席に係る時間や旅費
　等のコストの削減
・効果的な会議の実施
・紙資料の削減、印刷配布作
　業の削減

国が示す基幹業務システムの
標準システムを導入する。

・住民サービスの向上
・事務の効率化、標準化
・運用保守費用の削減

R3年9月に地方公共団体情報システムの標
準化に関する法律が施行され、標準化基準
に適合した情報システムの利用が自治体に
義務付けられた。

しかしながら、基準となる国が示す標準
仕様書やシステムが稼働する国のクラウド
環境（Gov-Cloud）の業者選定が遅延してい
る現状である。そのため国や県だけでなく
ベンダー主催の勉強会に担当課とともに参
加するなど情報収集を密にし、R7年の本稼
働に向け対応した。



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

検討 ⇒ ⇒ 実施 ⇒

Ｂ Ｂ

検討 ⇒ ⇒ ⇒ 結論

Ｂ Ｂ

・R2年度に各課の意向や個別GISの調査等を
　行い、R3年度も導入に向けコロナ交付金
　活用も視野に入れた検討を行ったが、統
　合型GISにはイニシャル・ランニング共
　に多大なコストが見込まれるため、導入
　には至らなかった。

4
電子決裁システム
等の導入

文書の電子決裁システム導
入による業務効率化、ペー
パーレス化を推進する。

・文書管理システムに新たに
　電子決裁機能を追加
・電子ファイリングシステム
　の導入

・決裁の迅速化、効率化
・文書の電子化による検索性
　向上と保存の省スペース化
・ペーパーレス化の推進

・R2年に引き続き、現在利用中のグループ
　ウェアによる文書電子決裁システムの研
　究・検討を行った。
・R6年にグループウェア（サーバ含む）の
　見直しを計画しており、他システムとの
　比較検討を進めたい。

5
地図情報システム
（ＧＩＳ）の検討

地図情報を業務に活用する
ＧＩＳ導入の検討を行う。

ＧＩＳの最新動向を調査し導
入運用に係る課題やコストな
どを整理し導入の是非を検討
する。

・事務の効率化
・歳出の削減
・住民の利便性向上
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４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｃ Ｃ

検討 ⇒ ⇒ ⇒ 実施

Ｂ Ｂ

（情報課）
・電子申請については、R2年より研究を進
　め、多久市独自で証明書のオンライン申
　請システムの導入が決定した（R4年度開
　始）。
・国が進めるぴったりサービスの導入に向
　け、勉強会への参加など、研究・検討を
　行った。
・R5年度の運用開始に向け、申請担当課と
　の情報共有を図り、スムーズな導入を行
　いたい。
（総務課）
・国が導入を進めた押印廃止・省略につい
　ての作業はR3に終了した。

6
マイナンバー活用
の促進

社会保障・税番号制度の効
果的な活用を図る。

マイナンバーカードの普及
と、市民サービスの拡充を図
る。

・市民の利便性の向上
・行政の効率化
・公平公正な行政の実施

・庁舎内にサポートコーナーを常設すると
　ともに、各町公民館への出張サポートを
　継続した。またコロナワクチン接種会場
　へのサポートコーナー設置や多久高校に
　パンフレットを配布するなど普及を図っ
　た。
・申請したマイナンバーカードを自宅で受
　け取れる方法を導入したことにより、交
　付率は増加したが、目標値には届いてい
　ない。
・今後はマイナポイント第二弾や証明書の
　オンライン申請などカードの利活用をす
　すめ、普及を図りたい。
・目標：71.00％
・実績：43.03％

7 電子申請の推進
国・県が示す電子申請シス
テム導入を目指す。

・マイナポータル等を活用し
　た電子申請の導入推進を図
　る。
・基幹システム等に連携でき
　るシステム構築を行う。

・利用者の利便性向上（ポー
　タルを活用した各種申請手
　続きのワンストップ・オン
　ライン化）
・業務の効率化



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ｂ Ａ

検討 ⇒ ⇒ 実施 ⇒

Ｃ Ｃ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｂ

退職者及び再任用希望者の把握に努め、
職員適正化計画に基づき、おおむね適正な
職員定数の管理を行うことができた。

10
ワーク・ライフ・
バランスの推進

年間総労働時間の縮減と職
員のワーク・ライフ・バラ
ンスの充実のための制度に
ついて推進する。

・ノー残業デーの周知徹底
・計画的休暇の取り組みの促
　進
・フレックスタイム制の導入
　の検討

・勤務時間の削減による労働
　環境の向上
・仕事と生活の調和が図られ
　る
・時間外手当等の抑制

令和3年の年次有給休暇の取得率は27.1％
と、令和2年度と比べ上昇したが、目標値の
達成とはいかなかった。しかしながら、令
和3年8月豪雨による災害発生等も考慮すれ
ば、休暇取得の意識は向上しているものと
考えられる。

ノー残業デーの取組については、令和2年
度に引き続き、毎週水曜日に庁内放送を行
い取り組むことができたので、職員一人一
人の意識の改革と工夫をし、総労働時間削
減に向けた取り組みを継続したい。
・目標：34％
・実績：27％

11 定員管理の適正化
再任用職員の増加や定年延
長を踏まえ、業務量に応じ
た適正な人員管理を行う。

・職員適正化計画の策定
・再任用職員の定員管理

・職員配置の適正化
・再任用職員の管理

不要文書（機密文書）の廃棄については
適切な処理を行う製紙会社へ持込、処理す
ることができた。公文書の適正な管理のた
めの制度については検討したものの、確立
できていない。

8
強制徴収できる債
権の集約化の検討

強制徴収できる債権の集約
化へ向けて課題等を検討
（業務範囲、組織体制、シ
ステム等）

強制徴収できる債権を一元的
に管理し、強制徴収ができる
体制にする。

・一元的に滞納整理を行うこ
　とで、効果的・効率的な滞
　納整理が期待できる。

令和3年度に収納対策連絡会議において、
業務範囲・組織体制・システム等の検討を
行い、令和4年度より強制徴収公債権の滞納
処分については、税務課納税係にて業務を
行うことを決定した。

令和4年度以降は、関係課と連携を取りな
がら税務課納税係にて財産調査・滞納処分
等を行い、債権回収・縮小に努めていく。

9
公文書管理の見直
し

公文書の管理の方法、手続
等を見直し、情報の適切な
保存を図る。

公文書の管理体制、保管場所
等を検討し確立する。

・公文書の適切な管理

7
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４．進捗の状況

（2） 人材の育成

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｃ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ａ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｃ Ａ

令和3年度分の募集より、提案書の様式を
変更し募集を行った。また、T-CANのアン
ケート機能を使用し全職員に一般提案に対
する意見を募った。
・目標：53件
・実績：13件
　※ 一般提案12件、改善報告1件
　※ 一般提案12件のうち5件を事業実施

12
職員提案制度の充
実

随時職員提案制度の見直し
を行い、提案数の増加を図
る。

一係一提案を目指す。
・業務改善の視点の意識化
・事務能率の向上

採用試験第1次試験を、全国の志望者が多久
に来ることなく受験できるようテストセン
ター方式に変更し、優秀な人材の確保が図
れた。

また、任期付職員制度を導入し、試験を
行った。

13
人事評価制度の活
用

人事評価制度を活用し、職
員の能力開発や人材育成・
適正な人事管理を図る。

人事評価により、職員個々の
強み・弱みを把握し、職員個
人に応じた人材育成を図る。

・職員の能力開発、人材育成
・持続可能で成長する組織づ
　くり

人事評価を年間を通して実施した。ま
た、人材育成の観点からの人事評価につい
て評価者研修を行い、職員の人材育成につ
いて、市役所全体で高い意識を持って、人
事評価を実施できた。

14 優秀な人材の確保

優秀な人材を確保するため
に、採用試験の方法の工夫
を図るとともに任期付き職
員制度を活用する。

採用試験方法の工夫・見直し
や、任期付の職員採用制度を
導入する。

・専門的な知識や優れた識
　見、培われた経験等によ
　る行政事務の高度化、効
　率化

令和2年度に引き続き、新型コロナウイル
ス感染症の拡大により、自治大学校やアカ
デミー研修等の長期研修は、派遣を断念し
た。市町村振興協会の研修については、WEB
方式での研修も増え、能力や資質の向上を
図ることができた。

自主的な研修受講を推進するため、研修
の受講希望調査を行い、延べ16人が自ら希
望し研修を受講した。

また、引き続き、文部科学省及び九州厚
生局に派遣し、人事交流に取り組むことが
できた。
・目標：12人
・実績：16人

15 能力の向上

業務改善、政策形成などの
能力領域の向上に努める。
また、事務引継書の効果的
な活用と改善に取り組むな
ど業務能力向上に努める。

・研修を効果的、充実したも
　のや、応募方式の拡充を実
　施する。
・セルフプランニング研修、
　研究会の立上げ、運営を支
　援する。
・業務引継書、定型事務マ
　ニュアルの作成
・自治大学、アカデミー等の
　研修受講

・政策形成能力と説明責任能
　力の向上
・資質の向上
・効率的な行政事務の遂行



４．進捗の状況

（3）公共施設の適切な管理運営

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｃ

検討
実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｂ

（財政課）
市有地利活用対策会議を4回開催し、廃止

予定を含めた跡地、跡施設の有効活用ヘ向
けての協議や市有地売却の経過報告、今後
の売却予定地について協議を実施した。

市営住宅の長寿命化計画の策定に着手し
た。
（総合政策課）

多久市公共施設個別施設計画を策定する
ため、施設毎の将来的方針の確認を行い、
策定に向けての準備を行った。

16
指定管理者制度の
推進

指定管理者制度導入施設の
検討を行う。

・導入施設の効果検証
・ＰＦＩ方式等の導入検討

・市民サービスの向上
・経常経費の削減
・利用者の満足度向上
・施設の有効利用

令和3年度中に新たな指定は行っていな
い。PFI方式等の導入の検討は行っている。
　・指定管理できる施設数：63
　・指定管理施設数：29

17
市有地・公共施設
の今後のあり方の
検討

市有地の利活用策や公共施
設の総量適正化、長寿命化
等を検討する。

市有地の利活用や公共施設の
適正化、長寿命化に関する協
議を市有地利活用対策会議等
で実施する。

・施設の有効活用
・売払収入、貸付料、固定資
　産税等の歳入の増加
・管理費用の削減

9



10
４．進捗の状況

（4）計画的な財産運営の推進

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｂ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ 移行

Ａ Ａ

検討 ⇒ ⇒ ⇒ 実施

Ｂ Ｂ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ｃ Ｂ

取り組み方針に基づき、県人事委員会勧
告による給与の適正化に努めた。

18
事務事業評価シス
テムの見直し

総合計画と連動した事務事
業評価を実施する。

総合計画の進捗管理とあわせ
た事務事業評価を実施する。

・効果的な事業推進
・説明責任の充実

行政評価マニュアルと様式の見直しを行っ
た。令和4年度の本格導入に向け、令和3年
度は「試行」という形で、各課1係1業務の
事務事業シートの作成を行った。

19 給与の適正化
人事院勧告・県人事委員会
勧告による給与の適正化に
努める。

・県人事委員会勧告に基づく
　給与の適正化
・職務職階級や特殊勤務手当
　の運用の検討

・給与の適正化
・職責意識の明確化

使用料金の見直しについては令和2年4月
に改定を実施し、事業の安定経営を目指し
ているところである。

今後の社会情勢と経営状況を見極めなが
ら、段階的な改定を今後とも検討していき
たい。

20
下水道事業公営企
業法適用

下水道事業公営企業法適用
へ移行する。

基礎調査・資産整理及び評
価、法適用移行事務、企業会
計システム構築業務を行う。

・中長期的な視点に立った計
　画的な経営基盤の強化が図
　られる

下水道事業公営企業法適用に向け、令和2年
度から令和4年度にかけて業務委託を実施し
た。

令和3年度においては各種台帳の整理、シ
ステムの構築準備、条例、規則等の改訂準
備、職員研修等を行っており、令和6年度適
用のため、準備を進めている。

21 下水道料金の検討 適正な使用料金の検討。 使用料金の見直し ・事業の安定経営

（教育振興課）
団体の性質上、公益目的事業が主となっ

ており自主的財源の確保が難しい面もある
が、市の財政負担を少しでも削減できるよ
う努めている。
（商工観光課）

多久市観光協会について、インターネッ
トショッピングの売り上げはコロナ禍にお
いても好調であった。体験型観光について
は、新規コンテンツ作成や従来のコンテン
ツのリニューアルを行い、令和2年度よりも
申込者は増えたが、自走できるほど十分で
はない。

また、令和3年度は一般社団法人化に向け
ての登記が完了し、酒類の販売もできるこ
とから、今後は売上増が見込める。

22
外郭団体の自立的
運営基盤強化

外郭団体における自主的・
自立的な経営基盤の確立

外郭団体ごとに適正、効率的
な運営ができるよう指導を行
う。

・外郭団体の自主的、自立的
　運営の促進
・市の財政負担の削減



４．進捗の状況

（5）安定的な財源の確保

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

Ｂ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

収納事務を委託している佐賀西部広域水
道企業団と連携を行い、徴収率向上を実施
している。今後も徴収率の維持・向上を図
るため、連携を強化していきたい。
・目標：98％
・計画：99％

23
下水道料金の徴収
率の向上

下水道使用料収納事務を佐
賀西部広域水道企業団に委
託し企業団との連携を図る
ことで、徴収率の維持・向
上を図る。

収納事務等の効率的な体制を
確立。

・徴収体制の効率化及び強化
・下水道料金徴収率の維持・
　向上

徴収指導員の研修などにより、徴収に対
する知識の習得や滞納処分実行に取組ん
だ。新型コロナウイルスの影響もあり、納
付が滞っている方に対し、催告状・差押予
告書などを早期の段階で発送し接触を試み
たことにより、市民の方の納税意識向上の
効果が出ている。

・目標：97.14％
・実績：97.30％
　※ 市民税、固定資産税、軽自動車税

24
税、料金の納付手
段拡大の検討

口座振替による納付の推進
と、新たな納付手段を検討
する。

スマホ決済収納等による納付
手段の拡大を図る。

・市民の利便性の向上

市民の利便性拡大のため関係機関と契約
を行い、令和4年度からスマホ決済収納、コ
ンビニ収納の料金科目の拡大を実施するこ
ととなった。
【スマホ決済】
　　PayPay  LINEPay PayB
【コンビニ収納追加】
　　後期高齢者医療保険料、保育料、公共
　　下水道負担金、農業集落排水分担金、
　　住宅使用料

25 税の徴収率の向上

納税に関して専門的な方法
の習得や関係団体との連携
を継続し、滞納処分の強化
を図る。

・専門的な徴収方法を習得。
・佐賀県税事務所との連携強
　化。

・徴収率向上による歳入の増
　加
・税負担の公平性の確保

11



12

４．進捗の状況

（5）安定的な財源の確保

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

検討 ⇒ ⇒ ⇒ 実施

Ｃ Ｃ

・児童手当からの申出徴収を推進すること
　により負担感を軽減し、確実な収納
　につなげた。
・支援が必要な家庭には、就学援助等を活
　用し未納を防いだ。
・定期的な臨戸訪問を実施し、無理のない
　収納計画で収納率向上を図った。
・過年度分未収金については、徴収業務を
　弁護士事務所に委託し収納につなげた。

・目標：99.05％
・実績：99.80％

26
保育料の徴収率の
向上

・保育料納入指導事務の一
部を保育園に委託し、保育
園の協力を得ながら徴収率
の向上を図る。
・定期的に電話による納付
依頼と毎年、強化月間等を
設けて滞納者への訪問を実
施する。
・滞納者については児童手
当を現金支給し面談を行い
納付を促す。

・児童手当を活用した納付依
　頼の強化を行う。
・保育料納入指導事務の一部
　を保育園に委託する。

・歳入の増加
・納入意識の向上
・園との情報交換の強化

・電話による納付依頼を行った。
・滞納者については、児童手当を現金支給
　し、面談納付指導を行った。

・目標：98.71％
・実績：99.29％

27
給食費の徴収率の
向上

徴収強化に取り組む。

・学校と連携する。
・児童手当申出徴収推奨。
・臨戸訪問による徴収を行
　う。
・過年度分未収金徴収業務の
　委託。

・公平性の確保
・学校給食の適正な運営
・徴収業務の効率化

28
使用料、手数料の
見直し

受益者負担を基本に、使用
料、手数料の見直しを行
う。

使用料・手数料について、受
益に応じた見直しや検討を実
施する。

・受益者負担の原則による平
　等性の確保

(総務課)
　検討の実施までに至っていない。



４．進捗の状況

（5）安定的な財源の確保

番号 取り組み項目 取り組み方針 取り組み内容（目標） 期待される効果 R2 R3 R4 R5 R6 取り組み状況

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ａ

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ａ Ｂ

公売の実施期間以降において、市有地3か
所の売却を行った。

貸付については、3,365千円の収入があっ
た。

・目標： 2,500,000円
・実績：21,274,000円

29
市有財産の有効活
用

市の事業で必要な財産は、
利活用案を計画。不要な財
産は、売却条件等をさらに
見直して遊休地の売却を促
進する。

市有地利活用対策会議等で協
議し、ホームページで不要財
産の掲載を行い、遊休地の売
却、貸付けを行う。

・売払収入、貸付料、固定資
　産税等の歳入の増加
・管理費用の削減

・令和3年度寄附者数:29,737人
・募集サイト:7サイト
　（ふるさとチョイス、さとふる、ふる
　なび、楽天）＋（R3より規参入:ANA、
　ふるさと本舗、ふるさとパレット）
・関係人口へのアプローチとして、関東
　多久の会、関西多久会へのダイレクト
　メールを送付。

・目標：800,000,000円
・実績：700,821,000円

30 広告事業等の充実
封筒等官民協働による印刷
物の作成や広報誌等の広告
掲載を継続する。

市報、ホームページへの広告
掲載を継続するとともに、新
たな広告媒体への取り組みを
実施する。

・財源確保
・経費節減
・官民協働の推進
・市民生活に密着した情報の
　提供

(情報課)
・市報広告
　1枠8,000円×106.5枠(10者)
　　　　　　　　　　　　 ＝852,000円
・ホームページ広告
　5,000円×(10か月×1者＋4か月×1者)
                         ＝ 70,000円
(財政課)
・広告封筒
　角2: 13円/枚×15,000枚 ＝195,000円
　長3:4.9円/枚×35,000枚 ＝171,500円

・目標：1,226,000円
・実績：1,289,000円

31
ふるさと納税の充
実

ふるさと納税ポータルサイ
トの活用

安定した寄附額の確保

・市、地域産業（特産品）の
　振興
・市のＰＲ
・歳入の増加

13


